
芦屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、実務者研修、介護職員初任者研修又は居宅介護職員初

任者研修の受講費用の一部を補助することにより、新たな人材の確保及び

職員の資質の向上を図ることを目的とし、必要な事項を定めるものとする。

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

(1) 実務者研修 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）

第４０条第２項第５号に規定する介護等の実務経験を３年以上有する

者が介護福祉士の受験資格を取得するための研修をいう。 

 (2) 初任者研修 介護職員初任者研修（介護保険法施行規則（平成１１年

厚生省令第３６号）第２２条の２３第１項に規定する介護職員初任者研

修課程）及び居宅介護職員初任者研修（指定居宅介護の提供に当たる者

としてこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定めるもの等（平成１８年

厚生労働省告示第５３８号）第１条第３号に規定する居宅介護職員初任

者研修課程）をいう。 

(3) 障がい福祉サービス事業所等 別表第１に掲げる障がい福祉サービ

ス事業等を行う事業所又は施設をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、別表第２のとおりとする。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、予算の範囲内において次に掲げる額とする。 

(1) 個人に対する補助 実務者研修又は初任者研修の受講に際し、当該研

修を主催する者に支払った受講費（講座の受講料及び教材費等）の２分

の１に相当する額。ただし、実務者研修においては上限６万円、初任者

研修においては上限３万円とする。 

(2) 法人に対する補助 実務者研修又は初任者研修を受講する従業者１

人につき負担した受講費（講座の受講料及び教材費等）の３分の２に相

当する額。ただし、実務者研修においては上限６万円、初任者研修にお

いては上限３万円とする。 

（補助金の交付申請） 



第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、芦

屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金交付申請書（様式第１号又は様式

第１号の２）に別表第３に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請に係る内容を審査し、補助金の交付

を適当と認めたときは、芦屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金交付決

定通知書兼補助金額確定通知書（様式第２号）により申請者へ通知し、補

助金の交付を認めないときは、芦屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金

不交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

（補助金の交付請求） 

第７条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」

という。）が補助金の交付を受けようとするときは、芦屋市障がい福祉人

材養成支援事業補助金交付請求書（様式第４号）を市長に提出しなければ

ならない。 

（交付決定の取消し等） 

第８条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金が

あるときは、その全部又は一部の返還を命じることができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) その他この要綱又は関係法令の規定に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、芦屋

市障がい福祉人材養成支援事業補助金交付決定取消通知書（様式第５号）

により交付決定者に通知するものとする。 

（仕入れ控除税額の報告） 

第９条 交付決定者（法人に限る。）は、消費税及び地方消費税を補助の対象

とする場合において、補助事業完了後に消費税の申告により補助金に係る

消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額（補助の対象とする場合にお

ける消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）の規定により、仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金

額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地

方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額を

いう。以下同じ。）が確定したときは、消費税及び地方消費税に係る仕入れ



控除税額報告書（様式第６号）に必要な書類を添えて、速やかに市長に報

告しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による報告を受けたときは、当該控除税額の全部又

は一部の返還を交付決定者に命じることができる。 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日より施行する。 

  



別表第１（第２条関係） 

障がい福祉サービス事業所等 

障害福祉サービス（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１項） 

障害者支援施設（同法第５条第１１項） 

 

別表第２（第３条関係） 

補助対象 

研修 

補助 

対象者 
補助対象者要件 

実 務 者 研

修 又 は 初

任者研修 

個人 

交付申請日時点において、下記の要件を満たしてい

ること。 

(1) 過去１年以内に補助対象の研修を修了し、既

に受講料の支払いが済んでいること。 

(2) 市内の障がい福祉サービス事業所等におい

て勤務中である者。 

(3) 補助対象研修を修了した日以降同一の事業

所における勤務期間（休職期間は除く。）が３月

を経過し、かつ引き続き勤務していること。 

(4) 他の法令等に基づく国、都道府県、市町村又

はその他団体等の負担金及び補助金等を受け

ていないこと。 

(5) 本要綱に基づく同一の研修に対する補助を

受けていないこと。 

法人 

交付申請日時点において、下記の要件を満たしてい

ること。 

(1) 市内で障がい福祉サービス事業所等を運営

していること。 

(2) 過去１年以内に補助対象の研修を修了し、か

つ市内の障がい福祉サービス事業所等におい

て勤務している従業者に対して、その受講料の

４分の３以上の額を負担していること。 

(3) 勤務中である者が、補助対象研修を修了した



日以降の当該事業所における勤務期間（休職期

間は除く。）が３月を経過し、かつ引き続き勤務

していること。 

(4) 他の法令等に基づく国、都道府県、市町村又

はその他団体等の負担金及び補助金等を受け

ていないこと。 

(5) 助成対象となる従業者が本要綱に基づく同

一の研修に対する補助を受けていないこと。 

備考 補助対象者の雇用形態は、常勤・非常勤を問わない。 

 

別表第３（第５条関係） 

補助対象 

研修 

補助 

対象者 
添付書類 

実 務 者 研

修 又 は 初

任者研修 

 

個人 

(1) 勤務している法人（事業所）に在職中である

ことを証する在職証明書（別紙１） 

 (2) 指定研修機関の受講料領収書の原本（宛名が

受講者本人のものに限る。） 

(3) 研修の受講料及び受講内容がわかるもの（研

修パンフレット等） 

(4) 研修を修了したことを証する書類 

法人 

(1) 対象となる従業者の在職証明書（別紙１） 

(2) 指定研修機関の受講料領収書の原本（宛名が

受講者本人又は法人のものに限る。） 

(3) 研修の受講料及び受講内容がわかるもの（研

修パンフレット等） 

(4) 研修を修了したことを証する書類 

(5) 研修を受講した従業者に対して、受講費を負

担したことが確認できる書類（給与・賃金・諸

手当等と明確に区別して支給したことが確認

できるものに限る。） 

  



様式第１号（第５条関係） 

  年  月  日 

芦屋市長 宛 

 

                 郵便番号    －          

                 住 所              

                 氏 名               

電話番号    －   －     

 

  芦屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金交付申請書 

  

 

 芦屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金の交付を受けたいので、芦屋市

障がい福祉人材養成支援事業補助金交付要綱第５条の規定により、下記のと

おり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 受講研修科目  実務者研修 ・ 初任者研修  

 

２ 補助金申請額  金            円 

 

３ 添付書類 

(ｱ) 勤務している法人（事業所）に在職中であることを証する在職証明書

（別紙１） 

(ｲ) 指定研修機関の受講料領収書の原本（宛名が受講者本人のものに限

る。） 

(ｳ) 研修の受講料及び受講内容がわかるもの（研修パンフレット等） 

(ｴ) 研修を修了したことを証する書類（発行日が交付申請日より過去１年

以内のもの） 

 

 

 



様式第１号の２（第５条関係） 

  年  月  日 

芦屋市長 宛 

 

郵便番号    －        

住 所              

法 人 名              

代表者名               

電話番号    －   －      

 

  芦屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金交付申請書 

 

 芦屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金の交付を受けたいので、芦屋市

障がい福祉人材養成支援事業補助金交付要綱第５条の規定により、下記のと

おり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 受講研修科目  実務者研修 ・ 初任者研修 

 

２ 補助金申請額  金            円 

 

３ 添付書類 

(ｱ) 対象となる従業者の在職証明書（別紙１） 

(ｲ) 指定研修機関の受講料領収書の原本（宛名が受講者本人又は法人のも

のに限る。） 

(ｳ) 研修の受講料及び受講内容がわかるもの（研修パンフレット等） 

(ｴ) 研修を修了したことを証する書類（発行日が交付申請日より過去１年

以内のもの） 

(ｵ) 研修を受講した従業者に対して、受講料を負担したことが確認できる

書類（給与・賃金・諸手当等と明確に区別して支給したことが確認でき

るものに限る。） 

 



様式第２号（第６条関係） 

文 書 番 号 

  年  月  日 

 

         様 

 

                       芦屋市長       

 

 

芦屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金交付決定通知書兼 

補助金額確定通知書 

 

 

年  月  日付けで申請のあった芦屋市障がい福祉人材養成支

援事業補助金について、下記のとおり交付することに決定しましたので、芦

屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金交付要綱第６条の規定により通知

します。 

 

記 

 

１ 補助対象研修  実務者研修 ・ 初任者研修  受講費用 

 

２ 交 付 決 定 額  金           円 

 

  



様式第３号（第６条関係） 

文 書 番 号 

  年  月  日 

 

         様 

 

                       芦屋市長       

 

 

芦屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金不交付決定通知書 

 

 

年  月  日付けで申請のあった芦屋市障がい福祉人材養成支

援事業補助金について、下記のとおり不交付とすることに決定しましたので、

芦屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金交付要綱第６条の規定により通

知します。 

 

記 

 

不交付決定の理由 

  



様式第４号（第７条関係） 

 

  年  月  日 

 

芦屋市長 宛 

 

                 住 所              

                 法 人 名              

                 代表者名/個人名            印  

電話番号    －   －     

 

 

芦屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金交付請求書 

 

 

    年  月  日付け   第   号で交付決定のあった芦屋市

障がい福祉人材養成支援事業補助金について、下記の交付を受けるため、芦

屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金交付要綱第７条の規定により請求

します。 

 

記 

 

１ 請求 金 額  金           円 

 

２ 振 込 先 

金融機関名  
金融機関 
コード     

支 店 名  支店番号     

預 金 種 類 □普通      □当座 

口 座 番 号        

フ リ ガ ナ  

口 座 名 義 
 

※ 口座名義と請求者は同一であること。 



様式第５号（第８条関係） 

文 書 番 号 

  年  月  日 

 

         様 

 

                       芦屋市長       

 

 

芦屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金交付決定取消通知書 

 

 

年  月  日付け  第    号で交付決定のあった芦屋市

障がい福祉人材養成支援事業補助金について、芦屋市障がい福祉人材養成支

援事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により下記のとおり交付決定を

取り消しましたので同条第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

 取消理由 

  



様式第６号（第９条関係） 

 

  年  月  日 

 

芦屋市長 宛 

 

                 住 所              

                 法 人 名              

                 代表者名                

電話番号    －   －      

 

 

消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額報告書 

 

 

  年 月 日付け   第   号で交付決定を受けた  年度

芦屋市障がい福祉人材養成支援事業補助金について、下記のとおり報告しま

す。 

 

記 

 

１ 補助金の確定額または事業実績報告による清算額 

金           円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に

係る仕入れ控除税額（要交付金返還相当額） 

金           円 

 

３ 添付書類 

(ｱ) 確定申告書の写し 

(ｲ) ２の消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額の積算内訳等 

 


